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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期
連結累計期間

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

売上高 (千円) 5,454,279

経常利益 (千円) 632,454

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 456,334

四半期包括利益 (千円) 494,241

純資産額 (千円) 4,461,531

総資産額 (千円) 5,984,207

１株当たり四半期純利益 (円) 11.86

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

(円) －

自己資本比率 (％) 72.2

　

回次
第11期

第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 9.61

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１） 経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済正常化が進み、賃上げや価格転嫁が加速しつつありま

す。また、世界的には米国経済が堅調に推移し、日本経済にも好影響を及ぼしております。しかし、実質賃金は

前年比マイナスで推移しており、米国や中国での金融環境、物価上昇、中東情勢・ウクライナ情勢の緊迫化など、

いくつかのリスク要因が引続き存在しております。

ITサービス分野において、IoT技術は、日本の少子高齢化や人口減少に伴う社会課題の解決に貢献することが期

待されています。さらに、政府や民間によるICT (情報通信技術) の推進が加速する中、今後もIoTはますます重

要な役割を担っていくと予測され、当社が果たすべき役割はますます高まるものと認識しております。また、生

成AIを活用する動きが各処でみられ、当社グループにおいても生成AIを活用したサービスの機能強化や研究を進

めております。

このような事業環境の下、当社グループにおきましては、北米へのビジネス展開も見据え、チーム体制の強化

を行ってまいりました。また、国内外の新規顧客の開拓や営業領域を拡大する取組みについても、進めておりま

す。これらの結果、IoTプラットフォームSORACOMの契約回線数は600万回線を突破し、当第３四半期連結累計期間

における売上高は5,454,279千円、営業利益は644,550千円、経常利益は632,454千円、親会社株主に帰属する四半

期純利益は456,334千円となりました。

なお、当社グループはIoTプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

（２）財政状態に関する説明

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末比320,922千円増加の5,984,207千円となり

ました。これは主に、12月納品の受託開発案件の売上計上に伴う売掛金の増加137,349千円、現金及び預金の増加

89,405千円、ソフトウェア仮勘定などの無形固定資産の増加72,253千円によります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末比178,519千円減少の1,522,675千円となり

ました。これは主に、リカーリング収益の前受額を売上認識したことにより契約負債が259,272千円減少した一方

で、デバイス仕入により買掛金が81,028千円増加したことによるものです。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末比499,441千円増加の4,461,531千円とな

りました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益456,334千円を計上したことや円安に伴い為替換算調整

勘定が37,907千円増加したことによるものです。

この結果、自己資本比率は72.2%（前連結会計年度末は67.5%）となりました。

（３）研究開発活動

　 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21,250千円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 153,000,000

計 153,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,487,009 38,487,009 非上場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容として何ら
制限のない当社における標準
となる株式であります。なお、
単元株式数は100株でありま
す。

計 38,487,009 38,487,009 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

a. 第23回新株予約権

決議年月日 2023年11月９日

付与対象者の区分及び人数(名）
当社従業員 85
子会社従業員 20

新株予約権の数（個）※ 315,852 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 315,852 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 124 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2025年12月１日 至 2033年11月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価
格及び資本組入額（円）※

発行価格 124
資本組入額 62

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要
するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※ 新株予約権の発行時（2023年11月30日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式によ

り付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が合併又は会社分割（以下総称して「合併等」という。)を行う場合、その他上記の付与株式数

の調整を必要とする場合には、合併等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で付与株式数を調整すること

ができます。
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２．新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」と読み替えるものとします。さらに、当社が合併等を行う場合、その他上記の行使価額の調整を

必要とする場合には、合併等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができます。

３．新株予約権の行使の条件

(１)新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社又は当社

子会社の取締役、執行役員、従業員又は契約社員の地位を保有していることとします。

(２)相続その他の一般承継により新株予約権を取得したものによる新株予約権の行使は認めないこととしま

す。

(３)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができないものとしま

す。

(４)新株予約権者は次に定める個数を超えない範囲においてのみ本新株予約権を行使できるものとします。な

お、権利行使開始日とは、新株予約権の行使期間で、本新株予約権の目的たる株式が、国内外いずれかの

金融商品取引所に上場した日をいうものとします。

①権利行使開始日から１年間

割り当てられた本新株予約権の個数の25％

②上記①の期間末の翌日から１年間

割り当てられた本新株予約権の個数の50％

③上記②の期間末の翌日から１年間

割り当てられた本新株予約権の個数の75％

④上記③の期間末の翌日から１年間

割り当てられた本新株予約権の個数の100％

⑤上記④の期間末日の翌日以降

割当数の100％

(５)前各項にかかわらず、当社が当社取締役会決議によって新株予約権の権利行使を認めた場合、当該決議の

内容に従って新株予約権を行使できるものとします。

(６)その他新株予約権の行使の条件については、別途当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契

約書に従います。

b. 第24回新株予約権

決議年月日 2023年11月９日

付与対象者の区分及び人数(名) 子会社従業員 23

新株予約権の数（個）※ 101,886 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式 101,886 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 837 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2025年12月１日 至 2033年11月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価
格及び資本組入額（円）※

発行価格 837
資本組入額 418.5

新株予約権の行使の条件 ※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要
するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ －

※ 新株予約権の発行時（2023年11月30日）における内容を記載しております。

(注) 注記につきましては、a. 第23回新株予約権に記載のものをご参照ください。
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② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年12月31日 ― 38,487,009 ― 100,000 ― 3,627,554

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,487,000
384,870 ―

単元未満株式
普通株式

9
― ―

発行済株式総数 38,487,009 ― ―

総株主の議決権 ― 384,870 ―

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年12月31日まで)及び第３四半期連結累計

期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による

四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,532,503 3,621,908

売掛金 889,727 1,027,076

商品 373,799 379,572

その他 280,936 272,673

貸倒引当金 △2,377 △2,261

流動資産合計 5,074,589 5,298,970

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 41,935 39,884

その他（純額） 52,621 54,066

有形固定資産合計 94,557 93,950

無形固定資産

ソフトウェア 134,855 146,465

ソフトウェア仮勘定 23,013 56,792

その他 29,497 56,360

無形固定資産合計 187,366 259,619

投資その他の資産

投資有価証券 198,302 198,302

その他 108,469 133,363

投資その他の資産合計 306,772 331,665

固定資産合計 588,695 685,236

資産合計 5,663,284 5,984,207
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 196,267 277,296

リース債務 8,408 11,762

契約負債 1,134,941 875,668

賞与引当金 42,118 32,155

和解費用引当金 － 5,056

その他 267,512 261,491

流動負債合計 1,649,250 1,463,430

固定負債

リース債務 16,169 14,805

資産除去債務 13,630 13,753

その他 22,145 30,686

固定負債合計 51,945 59,245

負債合計 1,701,195 1,522,675

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 3,627,554 3,627,554

利益剰余金 16,775 473,110

株主資本合計 3,744,329 4,200,664

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 79,039 116,947

その他の包括利益累計額合計 79,039 116,947

新株予約権 138,719 143,919

純資産合計 3,962,089 4,461,531

負債純資産合計 5,663,284 5,984,207
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

売上高 5,454,279

売上原価 2,159,145

売上総利益 3,295,134

販売費及び一般管理費 2,650,583

営業利益 644,550

営業外収益

受取利息 22

固定資産売却益 304

営業外収益合計 326

営業外費用

支払利息 4,139

為替差損 3,120

和解費用 5,138

その他 23

営業外費用合計 12,422

経常利益 632,454

税金等調整前四半期純利益 632,454

法人税、住民税及び事業税 167,687

法人税等調整額 8,432

法人税等合計 176,119

四半期純利益 456,334

親会社株主に帰属する四半期純利益 456,334
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

四半期純利益 456,334

その他の包括利益

為替換算調整勘定 37,907

その他の包括利益合計 37,907

四半期包括利益 494,241

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 494,241

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 65,203千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、IoTプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年12月31日）

　 （単位：千円）

IoTプラットフォーム事業

リカーリング収益（プラットフォーム利用料） 3,943,894

商品販売 1,119,307

その他 391,077

外部顧客への売上高 5,454,279

（注）１．リカーリング収益はIoTプラットフォームの利用料等、サービスを継続的に提供することにより生じるもので

あります。

２．商品販売は、IoTプラットフォームの利用に必要なSIMやデバイス等の販売であります。

３．その他の主なものはソフトウェア開発等の業務受託等であります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 11円86銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 456,334

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(千円)

456,334

普通株式の期中平均株式数(株) 38,487,009

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期中

平均株価が把握できないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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